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１．はじめに 

 

 本市を含む普通地方公共団体で用いられている会計手法（官庁会計制度：現金

主義・単式簿記）は、予算の適正かつ確実な執行を図り、単年度の収支状況を明

らかにすることに主眼を置かれ、ストック（資産・負債等）やコスト（減価償却

費等現金の動きを伴わないコストを含む）情報が不足しているといわれています。 

 本市では、これらの不足する情報を補完するため、企業会計（地方公会計制

度：発生主義・複式簿記）の考え方に基づき、平成２１年度決算から、あま市一

般会計等の財務書類を作成し、平成２２年度決算からは、あま市全体の財務書類

の作成に取り組んでおります。 

 なお、平成２７年度決算分までは総務省方式改訂モデルにより作成していまし

たが、平成２８年度決算分から（全国）統一的な基準により作成しています。総

務省方式改訂モデルから統一的な基準への変更点及び変更による効果は以下のと

おりです。 

 

▼総務省方式改訂モデルから統一的な基準への変更点及び変更による効果 

平成２７年度決算以前 

（総務省方式改訂モデル） 

平成２８年度決算以降 

（統一的な基準） 
変更による効果 

決算統計をベースとし

た簡便的仕訳 

執行データに基づく仕

訳 

事業別行政コスト計算

書の作成が可能 

固定資産台帳の整備は

任意（本市は未整備） 

固定資産台帳の整備が

必須 

インフラ資産を含む市

が保有する全ての資産

の一元化が可能 

作成基準が総務省方式

改訂モデル以外にも複

数存在 

（全国）統一的な基準

で作成 
団体間の比較が可能 
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２．財務書類４表について 

 

 ⑴ 貸借対照表（ＢＳ） 

   年度末に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。 

①資産 

  学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や投資、基金な

ど将来現金化することが可能な財産 

②負債 

  市債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

③純資産 

  過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい正味の財産 

 

  ▼貸借対照表のイメージ 

＜財産＞ ＜財源＞

資産
（学校や公園、道路など

使う資産）

（現金や基金（貯金）

売れる資産・回収する資産）

負債
（将来世代の負担）

純資産
（これまでの世代が

　蓄積した資産）

財 産 財 源

 

＝ ＋資 産 負 債 純資産
 

左側の資産と右側の負債・純資産の計は一致します 

 

  ▼貸借対照表を作成する意義 

①資産、負債などのストック状況を示すことができます。 

②資産の形成と税金などの投入の関係を明らかにできます。 

③これまでの世代の負担と将来世代の負担の関係を明らかにできます。 

④次のような近い将来の大量な資金需要に対する備えの必要性を明らかに

できます。 

 ・借金償還のための資金 

 ・職員の退職手当支給のための資金 

 ・道路などのインフラ資産、建物設備の更新・大規模修繕のための資金 
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⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

   行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやご

みの収集にかかる経費など、資産形成につながらない行政コストを「人件費」、

「物件費等」、「その他の業務費用」、「移転費用」などに区分して表示したも

のです。 

   行政コスト計算書は、民間の企業会計でいう損益計算書にあたるものです。

ただし、公会計でいう行政コスト計算書は、損益を見ることが目的ではなく、

行政サービスのコスト（原価）計算に重点が置かれています。 

   例えば、現行の官庁会計制度による歳入歳出決算書では、資産形成にかか

る支出も単年度の行政サービスにかかる支出も、すべてその年度の歳入歳出

を対象として収支を計算します。一方で、地方公会計制度では、公共施設整

備費や地方債償還費は資産の増加や負債の減少であり、費用の発生ではない

ので、行政コスト計算書には計上されません。また、現行の官庁会計制度に

よる歳入歳出決算書では計上されない減価償却費や退職給付費用等は、地方

公会計制度では、費用の発生として行政コスト計算書に計上されます。 

 

①人件費 

  職員給与や議員報酬、退職給付費用（当該年度に退職手当引当金とし

新たに繰り入れた額）など 

②物件費等 

  備品や消耗品、施設等の維持補修に係る経費や減価償却費（社会資本

の経年劣化等に伴う価値の減少額）など 

③その他の業務費用 

  市債の償還利子、委託料や使用料、手数料、広告料など 

④移転費用 

  補助金等、社会保障費、他会計への支出額など 
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 ⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

   純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい正味の財

産）が年度中にどのように増減したかを表示したものです。 

   純資産変動計算書では、資産形成にあたり、これまでの世代が負担してき

た部分を示す貸借対照表の純資産の部の１年間の増減がわかります。 

 

①財源 

 ・税収等 

   財源として調達した税収等の額 

 ・国・県等補助金 

   財源として調達した国県補助金等の額 

②固定資産等の変動（内部変動） 

  有形固定資産等の増減及び貸付金・基金等の増減 

③資産評価差額 

  有価証券等の評価差額 

④無償所管換等 

  無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 

 ⑷ 資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書：ＣＦ） 

   １年間の資金の増減を「業務活動収支」､「投資活動収支」､「財務活動収

支」に区分し残高を表示したもので､どのような活動に資金が必要であったか

を表示したものです｡ 

   民間企業において作成されるキャッシュ・フロー計算書の「営業活動」の

部分が「業務活動収支」となっています。 

 

①業務活動収支 

  行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

②投資活動収支 

  学校、公園、道路などの主に資産形成にかかる支出、貸付金や基金な

どの収入及び支出など 

③財務活動収支 

  市債の借入、償還など 
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３．財務書類４表の相関関係について 

 

 財務書類４表は、以下のとおり相互に関係しており、それぞれの数値が影響を

及ぼしあっています。 

行政コスト計算書（ＰＬ） 純資産変動計算書（ＮＷ） 資金収支計算書（ＣＦ）

負　債

純資産

資産

[現金等]

経 常 費 用
－

経 常 収 益
＋

臨 時 損 失
－

臨 時 利 益
＝

純行政コスト

前年度末残高
－

純行政コスト
＋

財　源
±

固定資産等の変動
＝

本年度末残高

業務活動収支
＋

投資活動収支
＋

財務活動収支
＋

前年度末残高
＝

本年度末残高
（＋歳計外現金）

貸借対照表（ＢＳ）

 

 ※純資産変動計算書は、貸借対照表の自己資本といえる、純資産の明細書です。 

 ※行政コスト計算書は、純資産変動計算書における純行政コストの明細書にな

っています。 

 

４．対象となる会計の範囲等について 

 

 ⑴ 作成単位 

   本市の財政は、一つの財布の中でやり繰りしているのではなく、複数の財

布に分けてやり繰りをしています。そして、それぞれの財布を「会計」と呼

んでいます。市で行う事業の中には、別に財布を設けて出し入れをした方が

合理的なものがあり、これを「〇〇特別会計」や「〇〇事業会計」と呼んで

一般会計と分けています。 

   また、本市が加入する各一部事務組合等についても、規約に基づき経費を

負担していることから、連結会計の対象となります。 

   本市の財政の全体像を示すには、これらの特別会計や一部事務組合等の会

計も含めなければなりません。 

   財務書類４表をそれぞれ一般会計等、全体会計、連結会計と区分けし、全

体会計とは、一般会計等と特別会計を合わせたもので、連結会計とは、全体

会計、一部事務組合等の会計を合わせたものとなります。 

   なお、公営企業会計のうち簡易水道事業及び下水道事業については、令和

元年度より全体会計に含めています。 
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▼対象とする会計の範囲 

　海部地区環境事務組合

　五条広域事務組合

　海部東部消防組合

　海部地区水防事務組合

　愛知県市町村職員退職手当組合

　愛知県後期高齢者医療広域連合

　病院事業会計

【一部事務組合等】

　海部地区急病診療所組合

連結会計

全体会計

一般会計等

【公営事業会計】

 国民健康保険特別会計

 一般会計

 市営住宅管理事業特別会計

 介護保険特別会計

 後期高齢者医療特別会計

【公営企業会計】

　水道事業会計

　簡易水道事業会計

　下水道事業会計

 

  

 ⑵ 作成基準日 

   財務書類の作成基準日は、令和７年３月３１日とします。ただし、出納整

理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

します。 
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５．令和６年度財務書類について 

 

 ⑴ 貸借対照表（ＢＳ） 

【一般会計等】  

 資産は９２１億８，３３２万円で、前年度より１２億１，８９９万円減額し

ました。要因は、旧本庁舎及び旧甚目寺庁舎の増築部分の解体により事業用資

産が減少したためです。 

 負債は３１０億９，３７０万円で、前年度より５，２７８万円増額しました。

要因は、新学校給食センター及び新庁舎整備事業の借入に対する元金償還が開

始し、地方債が増加したためです。 

 純資産は６１０億８，９６３万円で、前年度より１２億７，１７７万円減額

しました。 

 

【全体会計】 

 資産は１，３０５億９，８１５万円で、前年度より６億４，６２１万円減額

しました。これは、下水道工事及び布設替工事によりインフラ資産が増加した

ものの、一般会計等の要因により減額したためです。 

 負債は５７０億８，３００万円で、前年度より３億９，２９７万円増額しま

した。これは、下水道事業において固定負債の地方債等が増加したためです。 

 純資産は７３５億１，５１５万円で、前年度より１０億３，９１８万円減額

しました。 

 

【連結会計】 

 資産は１，３７４億９４４万円で、前年度より２億５，７８５万円減額しま

した。全体会計の要因により減少したためです。 

負債は６０４億５，５３６万円で、前年度より６億５，４５３万円増額しま

した。これは、全体会計の要因により増加したためです。 

純資産は７６９億５，４０７万円で、前年度より９億１，２３８万円の減額

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式第1号】

自治体名：あま市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 86,236,433,208   固定負債 28,407,140,925

    有形固定資産 84,021,693,909     地方債 25,614,990,796

      事業用資産 60,706,429,223     長期未払金 -

        土地 40,550,834,485     退職手当引当金 2,707,165,229

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 52,431,025,480     その他 84,984,900

        建物減価償却累計額 -33,630,746,338   流動負債 2,686,554,784

        工作物 3,410,419,567     １年内償還予定地方債 1,887,551,300

        工作物減価償却累計額 -2,083,791,971     未払金 747,023

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 436,705,805

        航空機 -     預り金 328,856,731

        航空機減価償却累計額 -     その他 32,693,925

        その他 - 負債合計 31,093,695,709

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28,688,000   固定資産等形成分 90,178,231,204

      インフラ資産 22,073,415,718   余剰分（不足分） -29,088,602,552

        土地 6,326,628,772

        建物 214,658,453

        建物減価償却累計額 -165,451,792

        工作物 48,533,108,968

        工作物減価償却累計額 -32,961,595,146

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 126,066,463

      物品 2,958,448,158

      物品減価償却累計額 -1,716,599,190

    無形固定資産 120,207,086

      ソフトウェア 120,207,086

      その他 -

    投資その他の資産 2,094,532,213

      投資及び出資金 1,140,739,000

        有価証券 -

        出資金 1,140,739,000

        その他 -

      投資損失引当金 -765,220,000

      長期延滞債権 489,291,074

      長期貸付金 -

      基金 1,259,772,948

        減債基金 -

        その他 1,259,772,948

      その他 -

      徴収不能引当金 -30,050,809

  流動資産 5,946,891,153

    現金預金 1,834,355,391

    未収金 182,007,820

    短期貸付金 -

    基金 3,941,797,996

      財政調整基金 3,557,528,497

      減債基金 384,269,499

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -11,270,054 純資産合計 61,089,628,652

資産合計 92,183,324,361 負債及び純資産合計 92,183,324,361

一般会計等貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第1号】

自治体名：あま市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 122,325,538,820   固定負債 53,098,253,002

    有形固定資産 116,461,987,860     地方債等 41,861,872,612

      事業用資産 66,768,062,376     長期未払金 -

        土地 41,604,160,070     退職手当引当金 2,790,381,823

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 58,796,738,759     その他 8,445,998,567

        建物減価償却累計額 -34,996,357,509   流動負債 3,984,744,766

        工作物 3,446,723,567     １年内償還予定地方債等 2,888,074,533

        工作物減価償却累計額 -2,111,890,511     未払金 212,356,166

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 1,951,500

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 476,018,776

        航空機 -     預り金 371,118,309

        航空機減価償却累計額 -     その他 35,225,482

        その他 - 負債合計 57,082,997,768

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28,688,000   固定資産等形成分 126,267,336,816

      インフラ資産 47,075,959,109   余剰分（不足分） -52,752,187,723

        土地 6,483,484,133

        建物 788,735,262

        建物減価償却累計額 -437,281,615

        工作物 79,632,611,212

        工作物減価償却累計額 -39,613,428,246

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 221,838,363

      物品 7,459,616,811

      物品減価償却累計額 -4,841,650,436

    無形固定資産 1,705,667,529

      ソフトウェア 165,087,087

      その他 1,540,580,442

    投資その他の資産 4,157,883,431

      投資及び出資金 401,502,720

        有価証券 390,455,720

        出資金 11,047,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 1,147,576,859

      長期貸付金 -

      基金 2,376,652,350

        減債基金 -

        その他 2,376,652,350

      その他 331,094,065

      徴収不能引当金 -98,942,563

  流動資産 8,272,608,041

    現金預金 3,709,664,941

    未収金 550,777,354

    短期貸付金 -

    基金 3,941,797,996

      財政調整基金 3,557,528,497

      減債基金 384,269,499

    棚卸資産 2,718,773

    その他 100,000,000

    徴収不能引当金 -32,351,023 純資産合計 73,515,149,093

資産合計 130,598,146,861 負債及び純資産合計 130,598,146,861

全体貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第1号】

自治体名：あま市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 128,365,715,410   固定負債 56,232,292,472

    有形固定資産 121,022,929,583     地方債等 43,389,191,211

      事業用資産 70,579,752,398     長期未払金 -

        土地 43,338,921,522     退職手当引当金 4,397,102,694

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 62,266,438,544     その他 8,445,998,567

        建物減価償却累計額 -36,670,407,453   流動負債 4,223,071,051

        工作物 5,296,399,679     １年内償還予定地方債等 3,053,136,415

        工作物減価償却累計額 -3,681,193,086     未払金 212,356,166

        船舶 3,429,748     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -2,524,556     前受金 1,951,500

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 542,472,498

        航空機 -     預り金 377,928,990

        航空機減価償却累計額 -     その他 35,225,482

        その他 - 負債合計 60,455,363,523

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28,688,000   固定資産等形成分 132,608,469,614

      インフラ資産 47,119,369,996   余剰分（不足分） -55,654,395,425

        土地 6,519,497,844   他団体出資等分 -

        建物 801,954,333

        建物減価償却累計額 -443,103,510

        工作物 79,632,611,212

        工作物減価償却累計額 -39,613,428,246

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 221,838,363

      物品 9,358,851,053

      物品減価償却累計額 -6,035,043,864

    無形固定資産 1,713,604,050

      ソフトウェア 173,023,608

      その他 1,540,580,442

    投資その他の資産 5,629,181,777

      投資及び出資金 401,504,324

        有価証券 390,457,324

        出資金 11,047,000

        その他 -

      長期延滞債権 1,147,637,680

      長期貸付金 -

      基金 3,847,888,271

        減債基金 -

        その他 3,847,888,271

      その他 331,094,065

      徴収不能引当金 -98,942,563

  流動資産 9,043,722,302

    現金預金 4,179,679,141

    未収金 550,921,207

    短期貸付金 -

    基金 4,242,754,204

      財政調整基金 3,858,484,705

      減債基金 384,269,499

    棚卸資産 2,718,773

    その他 100,000,000

    徴収不能引当金 -32,351,023

  繰延資産 - 純資産合計 76,954,074,189

資産合計 137,409,437,712 負債及び純資産合計 137,409,437,712

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



- 11 - 
 

  ▼貸借対照表の概略 

 （一般会計等） 

 借方（かりかた）  貸方（かしかた） 

資 産 
９２２億円 

（１００．０％） 

負 債 
３１１億円 

（３３．７％） 

純資産 
６１１億円 

（６６．３％） 

 

 （全体会計） 

 借方（かりかた）  貸方（かしかた） 

資 産 
１，３０６億円 

（１００．０％） 

負 債 
５７１億円 

（４３．７％） 

純資産 
７３５億円 

（５６．３％） 
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一般会計等及び全体会計を市民１人あたりに換算すると次のとおりとなります。 

（人口：令和７年４月１日現在の住民基本台帳登載人口８８，１８９人） 

 

（一般会計等） 

 

（全体会計） 

 

 

 

 借方（かりかた）  貸方（かしかた） 

資 産 １０５万円 

負 債 ３５万円 

純資産 ７０万円 

 借方（かりかた）  貸方（かしかた） 

資 産 １４８万円 

負 債 ６５万円 

純資産 ８３万円 
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 ⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ）  

 

【一般会計等】 

 経常費用は３３３億１，２２０万円、経常収益は１２億４，０８５万円とな

っており、経常収支に臨時損失を加え、臨時利益を差引いて表される純行政コ

ストは３３１億８８万円で、前年度より２４億５，９６６万円増額しました。

要因は、物価高騰による低所得者層への給付や子育て世帯に対する支援を行っ

たため、補助費が大幅に増加したためです。 

  

【全体会計】 

 経常費用は４８４億９，０１７万円、経常収益は２２億４，２１１万円とな

っており、経常収支に臨時損失を加え、臨時利益を差引いて表される純行政コ

ストは４７２億７，７５９万円で、前年度より２８億５，９４５万円増額しま

した。 

 

  【連結会計】 

   経常費用は５８４億９，２５４万円、経常収益は２４億１，２０９万円と

なっており、経常収支に臨時損失を加え、臨時利益を差引いて表される純行政

コストは５７１億１，０６４万円となりました。 

 

 ▼コスト別の構成比 

   全会計において、社会保障給付の構成比が大きくなっています。一般会計

等では３４％ですが、国民健康保険事業や介護保険事業を含めた全体会計では

４０％、連結会計では５４％と大きな割合を占めています。   
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【様式第2号】

自治体名：あま市

会計：一般会計等 （単位：円）

一般会計等行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 33,312,204,844

    業務費用 15,112,886,762

      人件費 5,687,876,656

        職員給与費 3,486,549,336

        賞与等引当金繰入額 436,705,805

        退職手当引当金繰入額 303,028,547

        その他 1,461,592,968

      物件費等 9,013,357,356

        物件費 5,832,888,444

        維持補修費 459,455,304

        減価償却費 2,721,013,608

        その他 -

      その他の業務費用 411,652,750

        支払利息 118,416,170

        徴収不能引当金繰入額 33,745,721

        その他 259,490,859

    移転費用 18,199,318,082

      補助金等 6,814,965,216

      社会保障給付 8,126,579,243

      他会計への繰出金 3,255,725,623

      その他 2,048,000

  経常収益 1,240,847,018

    使用料及び手数料 312,256,733

    その他 928,590,285

純経常行政コスト 32,071,357,826

  臨時損失 1,038,871,108

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,038,871,108

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 33,100,884,370

    その他 -

  臨時利益 9,344,564

    資産売却益 9,344,564
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 【様式第2号】

自治体名：あま市

会計：全体会計 （単位：円）

全体行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 48,490,173,143

    業務費用 17,847,102,913

      人件費 6,119,863,266

        職員給与費 3,781,371,037

        賞与等引当金繰入額 469,219,488

        退職手当引当金繰入額 340,913,087

        その他 1,528,359,654

      物件費等 10,958,888,877

        物件費 6,593,874,435

        維持補修費 539,371,844

        減価償却費 3,825,642,598

        その他 -

      その他の業務費用 768,350,770

        支払利息 331,281,617

        徴収不能引当金繰入額 89,044,019

        その他 348,025,134

    移転費用 30,643,070,230

      補助金等 11,328,892,714

      社会保障給付 19,312,117,916

      他会計への繰出金 -

      その他 2,059,600

  経常収益 2,242,113,857

    使用料及び手数料 1,234,558,603

    その他 1,007,555,254

純経常行政コスト 46,248,059,286

  臨時損失 1,038,871,108

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,038,871,108

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 47,277,585,830

    その他 -

  臨時利益 9,344,564

    資産売却益 9,344,564
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【様式第2号】

自治体名：あま市

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 58,492,537,349

    業務費用 20,029,273,744

      人件費 7,230,782,694

        職員給与費 4,755,788,369

        賞与等引当金繰入額 535,402,148

        退職手当引当金繰入額 398,537,129

        その他 1,541,055,048

      物件費等 11,973,766,436

        物件費 7,272,504,262

        維持補修費 612,207,419

        減価償却費 4,088,441,875

        その他 612,880

      その他の業務費用 824,724,614

        支払利息 334,359,149

        徴収不能引当金繰入額 89,044,019

        その他 401,321,446

    移転費用 38,463,263,605

      補助金等 6,875,733,344

      社会保障給付 31,498,709,865

      その他 88,820,396

  経常収益 2,412,094,168

    使用料及び手数料 1,308,976,289

    その他 1,103,117,879

純経常行政コスト 56,080,443,181

  臨時損失 1,039,540,646

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,038,938,046

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 602,600

  臨時利益 9,344,564

    資産売却益 9,344,564

    その他 -

純行政コスト 57,110,639,263
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⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

【一般会計等】 

 令和６年度末純資産残高は６１０億８，９６３万円で、前年度末より１２億

７，１７７万円減額しました。要因は、補助費等が大きく増加したことにより、

純行政コストが財源を上回っているためです。 

 

【全体会計】 

令和６年度末純資産残高は７３５億１，５１５万円で、前年度末より１０億

３，９１８万円減額しました。要因は、後期高齢者医療事業における補助金等

が増加したことにより、純行政コストが財源を上回っているためです。 

 

【連結会計】 

 令和６年度末純資産残高が７６９億５，４０７万円で、前年度末より９億１，

２３８万円減額しました。 

 

【様式第3号】

自治体名：あま市

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 62,361,393,826 91,876,816,774 -29,515,422,948

  純行政コスト（△） -33,100,884,370 -33,100,884,370

  財源 31,829,119,134 31,829,119,134

    税収等 21,865,928,903 21,865,928,903

    国県等補助金 9,963,190,231 9,963,190,231

  本年度差額 -1,271,765,236 -1,271,765,236

  固定資産等の変動（内部変動） -1,698,585,632 1,698,585,632

    有形固定資産等の増加 2,341,213,429 -2,341,213,429

    有形固定資産等の減少 -3,026,351,617 3,026,351,617

    貸付金・基金等の増加 1,759,830,754 -1,759,830,754

    貸付金・基金等の減少 -2,773,278,198 2,773,278,198

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 62 62

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -1,271,765,174 -1,698,585,570 426,820,396

本年度末純資産残高 61,089,628,652 90,178,231,204 -29,088,602,552

一般会計等純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第3号】

自治体名：あま市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 74,554,329,979 127,673,454,637 -53,119,124,658

  純行政コスト（△） -47,277,585,830 -47,277,585,830

  財源 46,215,255,660 46,215,255,660

    税収等 28,635,138,469 28,635,138,469

    国県等補助金 17,580,117,191 17,580,117,191

  本年度差額 -1,062,330,170 -1,062,330,170

  固定資産等の変動（内部変動） -1,406,117,883 1,406,117,883

    有形固定資産等の増加 3,989,098,085 -3,989,098,085

    有形固定資産等の減少 -4,133,165,272 4,133,165,272

    貸付金・基金等の増加 2,031,371,499 -2,031,371,499

    貸付金・基金等の減少 -3,293,422,195 3,293,422,195

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 62 62

  その他 23,149,222 - 23,149,222

  本年度純資産変動額 -1,039,180,886 -1,406,117,821 366,936,935

本年度末純資産残高 73,515,149,093 126,267,336,816 -52,752,187,723

全体純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計

【様式第3号】

自治体名：あま市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 77,866,456,040 133,701,487,433 -55,835,031,393 -

  純行政コスト（△） -57,110,639,263 -57,110,639,263 -

  財源 56,073,531,906 56,073,531,906 -

    税収等 28,671,627,151 28,671,627,151 -

    国県等補助金 27,401,904,755 27,401,904,755 -

  本年度差額 -1,037,107,357 -1,037,107,357 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,264,513,366 1,264,513,366

    有形固定資産等の増加 4,319,991,555 -4,319,991,555

    有形固定資産等の減少 -4,423,860,700 4,423,860,700

    貸付金・基金等の増加 2,204,799,040 -2,204,799,040

    貸付金・基金等の減少 -3,365,443,261 3,365,443,261

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,145,376 1,145,376

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 100,430,908 171,651,677 -71,220,769 -

  その他 23,149,222 -1,301,506 24,450,728

  本年度純資産変動額 -912,381,851 -1,093,017,819 180,635,968 -

本年度末純資産残高 76,954,074,189 132,608,469,614 -55,654,395,425 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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⑷ 資金収支計算書（ＣＦ） 

 

【一般会計等】 

業務活動収支は１３億５，７１３万円のプラス、投資活動収支は８億８，８

６４万円のマイナス、財務活動収支は４，５４６万円のマイナスとなりました。 

少子高齢化や物価高騰の影響により純行政コストが増えた影響により、基金

積立金支出が大幅に減少したため、投資活動収支のマイナス幅が大きく縮小し

ました。また、旧本庁舎解体工事や木田駅周辺・学校教育施設の整備事業を推

進したことに伴い地方債発行収入が増加し、財務活動収支のマイナス幅が縮小

しました。令和６年度の１年間で４億６，３９５万円の資金が増加し、本年度

末資金残高は、１５億５５０万円となりました。 

 

【全体会計】 

   業務活動収支は２０億９，２７２万円のプラス、投資活動収支は２１億５，

２４３万円のマイナス、財務活動収支は６億７，５９９万円のプラスとなり

ました。 

   財務活動収支はマイナスが望ましいものの、一般会計等の影響や公共下水

道事業の推進及びあま市民病院の医療機器更新による下水道事業と病院事業

の地方債発行借入額が大幅に増えたことにより、プラス幅が大きく増加しま

した。 

 

【連結会計】 

 業務活動収支は２４億３，１２７万円のプラス、投資活動収支は２４億７，

６９８万円のマイナス、財務活動収支は７億３，０５９万円のプラスとなりま

した。 

 連結会計も一般会計等や全体会計の要因及び海部東部消防組合の財務活動収

支増加の影響を受けた結果となりました。 
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【様式第4号】

自治体名：あま市

会計：一般会計等 （単位：円）

一般会計等資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 30,514,823,285

    業務費用支出 12,022,663,041

      人件費支出 5,351,678,262

      物件費等支出 6,292,343,748

      支払利息支出 118,416,170

      その他の支出 260,224,861

    移転費用支出 18,492,160,244

      補助金等支出 7,107,807,378

      社会保障給付支出 8,126,579,243

      他会計への繰出支出 3,255,725,623

      その他の支出 2,048,000

  業務収入 32,605,484,324

    税収等収入 21,846,672,931

    国県等補助金収入 9,528,809,909

    使用料及び手数料収入 312,151,943

    その他の収入 917,849,541

  臨時支出 733,533,100

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 733,533,100

  臨時収入 -

業務活動収支 1,357,127,939

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,931,875,252

    公共施設等整備費支出 2,341,213,429

    基金積立金支出 1,502,661,823

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 88,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,043,239,887

    国県等補助金収入 434,380,322

    基金取崩収入 2,511,515,000

    貸付金元金回収収入 88,000,000

    資産売却収入 9,344,565

    その他の収入 -

投資活動収支 -888,635,365

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,025,452,138

    地方債償還支出 1,956,678,824

    その他の支出 68,773,314

  財務活動収入 2,020,906,000

    地方債発行収入 2,020,906,000

前年度末歳計外現金残高 314,774,140

本年度歳計外現金増減額 14,082,591

本年度末歳計外現金残高 328,856,731

本年度末現金預金残高 1,834,355,391

    その他の収入 -

財務活動収支 -4,546,138

本年度資金収支額 463,946,436

前年度末資金残高 1,041,552,224

本年度末資金残高 1,505,498,660
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【様式第4号】

自治体名：あま市

会計：全体会計 （単位：円）

全体資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 44,507,428,335

    業務費用支出 13,556,190,518

      人件費支出 5,753,909,413

      物件費等支出 7,149,150,995

      支払利息支出 331,281,617

      その他の支出 321,848,493

    移転費用支出 30,951,237,817

      補助金等支出 11,637,060,301

      社会保障給付支出 19,312,117,916

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 2,059,600

  業務収入 47,333,685,925

    税収等収入 28,117,381,014

    国県等補助金収入 16,974,020,935

    使用料及び手数料収入 1,218,123,360

    その他の収入 1,024,160,616

  臨時支出 733,533,100

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 733,533,100

  臨時収入 -

業務活動収支 2,092,724,490

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,674,016,563

    公共施設等整備費支出 3,983,499,776

    基金積立金支出 1,602,516,787

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 88,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,521,584,202

    国県等補助金収入 646,316,684

    基金取崩収入 2,742,690,000

    貸付金元金回収収入 88,000,000

    資産売却収入 9,384,855

    その他の収入 35,192,663

投資活動収支 -2,152,432,361

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,010,676,718

    地方債等償還支出 2,941,903,404

    その他の支出 68,773,314

  財務活動収入 3,686,669,491

    地方債等発行収入 3,172,606,000

    その他の収入 514,063,491

財務活動収支 675,992,773

本年度資金収支額 616,284,902

前年度末資金残高 2,764,523,308

本年度末資金残高 3,380,808,210  
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【様式第4号】

自治体名：あま市

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 54,196,996,046

    業務費用支出 15,425,564,854

      人件費支出 6,814,878,043

      物件費等支出 7,902,522,055

      支払利息支出 334,359,149

      その他の支出 373,805,607

    移転費用支出 38,771,431,192

      補助金等支出 7,183,900,931

      社会保障給付支出 31,498,709,865

      その他の支出 88,820,396

  業務収入 57,361,801,185

    税収等収入 28,153,869,696

    国県等補助金収入 26,795,808,499

    使用料及び手数料収入 1,292,541,046

    その他の収入 1,119,581,944

  臨時支出 733,533,100

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 733,533,100

  臨時収入 -

業務活動収支 2,431,272,039

【投資活動収支】

  投資活動支出 6,047,089,701

    公共施設等整備費支出 4,286,267,825

    基金積立金支出 1,672,821,876

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 88,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,570,111,688

    国県等補助金収入 646,316,684

    基金取崩収入 2,791,217,486

    貸付金元金回収収入 88,000,000

    資産売却収入 9,384,855

    その他の収入 35,192,663

投資活動収支 -2,476,978,013

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,189,212,191

    地方債等償還支出 3,120,438,877

    その他の支出 68,773,314

  財務活動収入 3,919,800,103

    地方債等発行収入 3,405,736,612

    その他の収入 514,063,491

前年度末歳計外現金残高 319,235,358

本年度歳計外現金増減額 16,432,054

本年度末歳計外現金残高 335,667,412

本年度末現金預金残高 4,179,679,141

財務活動収支 730,587,912

本年度資金収支額 684,881,938

前年度末資金残高 3,154,961,589

比例連結割合変更に伴う差額 4,168,202

本年度末資金残高 3,844,011,729
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６．財務書類の分析について 

 

  市民等の関心を踏まえ、以下の視点に基づき財務分析を行います。 

分析の視点 市民等の関心 指 標 

⑴ 資産形成度 
将来世代に残る資産はどの 

くらいあるか 

①市民一人あたり資産額 

②有形固定資産減価償却率 

⑵ 世代間公平性 
将来世代と現世代との負担

の分担は適切か 
①純資産比率 

⑶ 持続可能性 

（健全性） 

財政に持続可能性があるか 

（どのくらい借金がある

か） 

①市民一人あたり負債額 

⑷ 効率性 
行政サービスは効率的に提

供されているか 
①住民一人あたり行政コスト 

 

※財務分析の対象会計は、一般会計等としています。 

 

※市民一人あたりの指標は、令和６年度分は令和７年４月１日（８８，１８９人）、

令和５年度分は令和６年４月１日（８８，５２３人）における住民基本台帳人

口を用いて計算しています。 
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⑴ 資産形成度 

  資産形成度は、「どのくらい資産を形成してきたか、将来世代に残る資産はど

のくらいあるか」といった指標です。 

 

 ① 市民１人あたりの資産額【総資産額／人口】 

   令和６年度は、既存資産の減価償却額が施設の改修・整備をはじめとする

投資額を上回ったことや旧本庁舎及び旧甚目寺庁舎の資産を除却したことに

より、前年度より減額となりました。 

 
 

② 有形固定資産減価償却率【減価償却累計額／償却資産取得価額×１００】 

有形固定資産減価償却率は、資産の耐用年数に対して、資産の取得からど

の程度経過しているかを表しています。 

令和６年度は、施設の老朽化の進行や前年度に整備された美和中学校体育

館整備工事の減価償却が開始したため、増加しました。 
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⑵ 世代間公平性 

世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」といった指標

です。 

 

① 純資産比率【純資産合計／資産合計×１００】 

純資産は過去からの資産の蓄積であり、負債は将来世代への負担の先送りと

なります。よって、純資産の割合が高いほど、将来世代への先送りが少ないこ

とになります。 

令和６年度は、学校教育施設整備や旧本庁舎解体工事を進めるための財源と

して地方債を借り入れた一方で、美和中学校体育館等の減価償却がはじまり資

産が減少したため、指標は減少しました。 
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⑶ 持続可能性（健全性） 

 持続可能性は「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」とい

った指標です。 

① 市民一人あたりの地方債額【地方債額／人口】 

令和６年度は、借入額は増加したものの小中学校非構造部材耐震改修工事

を始め１６事業の償還が終了したことで、市民一人あたりの地方債額は前年

度と同程度となりました。 

 

⑷ 効率性 

 効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」といった市民等の関

心に基づく指標です。 

① 市民一人あたりの行政コスト【純行政コスト／人口】 

 経常費用と経常収益の差額に臨時損失及び臨時収益を加えて得られる純行政

コストを人口で除することで、行政活動の効率性を見ることができます。 

令和６年度は、物価高騰による低所得者層への給付事業や海部東部消防組合

の新庁舎整備事業の推進に伴う負担金増加により補助金等の移転費用が大幅に

増加したため、市民一人あたりの純行政コストは増加しました。 

 


